
日　時 平成31年1月23日（水）9:30~10:15

出席者 資料課　斎藤、薄井、寶田、相澤、吉村、長谷川、廣瀬　各職員

議　題 県土整備局（技術管理課及び都市計画課）簿冊文書の選別案について

   ※最終的には、館長の決裁を得て選別を実施する。

平成30年度第1回選別会議記録

１　開会

 ・今年度は、1月に1回、2月に3回の開催を予定している。

２　主な検討等の内容

　・担当者原案に基づき、担当が説明を行った。

　・No.11の「保存実績」欄には、「大和都市計画事業」の実績を記載することに変更。

　・No.6の「作成組織」を「技術管理課」に訂正する。

３　結果

　・別添選別案を資料課の選別案とする。

４　次回

　　1月30日（水）9:00~



平成30年度　 県土整備局（技術管理課及び都市計画課）簿冊文書選別案

１　部室課別選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

技術管理課 - 102 102 - 42 42 60

都市計画課 99 2 101 99 2 101 0

99 104 203 99 44 143 60

組織名 引渡数 保存数

合　計

都市部



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 県土整
備局

都市部 技術管理
課

1～40、
42、44

工事検査復命書
（横須賀土木4、
平塚土木6、藤沢
土木4、小田原土
木5、相模原土木
2、厚木土木3、松
田土木3、津久井
土木2、広域幹線
1、横浜治水3、相
模川総合2、住宅
営繕5、川崎治水
1、横浜公園・酒
匂川下水道等1）

42 268 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、工事名称・工事場所・契約
金額・設計概要・請負者・結果評定など
の事業の概略が記載された工事完成検
査復命書及び着工前と完成時の全体
写真が貼付されている文書

県土整
備部

技術管
理課

保存 当該資料は2千万円以上の
県施行の土木工事の概要や
写真が載っている書類で、
多額の事業費を要した県事
業を概観できるため保存とす
る。

(2)エ － 昭和55、平成
5～18年度

2 県土整
備局

都市部 技術管理
課

45～47、49
～54、56～
60

工事検査命令書
（横須賀土木1、
平塚土木1、藤沢
土木1、小田原土
木1、相模原土木
1、厚木土木1、松
田土木1、津久井
土木1、横浜治水
1、住宅営繕2、相
模川総合2、横浜
公園・酒匂川下
水道等1）

14 64 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、工事ごとに請負業者からの
工事完成届、土木事務所長等からの技
術管理課長宛の検査員派遣依頼、技
術管理課長名の工事検査命令書各一
枚が綴られている文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 検査員の指定だけの軽易な
書類で、選別基準に合致し
ないため廃棄とする。

－ － なし

3 県土整
備局

都市部 技術管理
課

62、63、
65、67、
69、71、
73、74、
78、80、
109、110、
112、114

工事検査復命書
（委託）（酒匂川
下水道、川崎治
水、横須賀土木、
住宅営繕、小田
原土木、藤沢土
木、津久井土木、
相模川総合、相
模原土木、平塚
土木、厚木土木、
松田土木、横浜
治水、横浜公園）

14 36 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、委託業務ごとに設計業務
委託等検査復命書や業務委託等検査
復命書と検査結果（採点結果）に係る文
書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 委託業務の請負業者名、金
額、採点結果だけが記され
ている軽易な書類で、選別
基準に合致しないため廃棄
とする。

－ － なし



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

4 県土整
備局

都市部 技術管理
課

61、64、
66、68、
70、72、
73、76、
79、81、
82、111、
113

工事検査命令書
（委託）（広域幹
線、川崎治水、横
須賀土木、住宅
営繕、小田原土
木、藤沢土木、津
久井土木、松田
土木、相模原土
木、平塚土木、厚
木土木、横浜治
水、横浜公園）

13 42 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、委託業務ごとに工事等検
査命令書、工事等検査実施通知書、工
事等検査依頼書、工事等完了通知書
が各一枚づつ綴られている文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 各工事検査の委託業者の指
定と実施通知等の軽易な書
類で、選別基準に合致しな
いため廃棄とする。

－ － なし

5 県土整
備局

都市部 技術管理
課

77 工事検査命令
書・復命書（委
託）（主管課他）

1 4 10年 平成19年度 施設単位に綴られている簿冊であり、委
託業務ごとに設計業務委託等検査復命
書や業務委託等検査復命書と検査結
果（採点結果）、事等検査命令書、工事
等検査実施通知書、工事等検査依頼
書、工事等完了通知書等が綴られてい
る文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 上記と同じく軽易な書類で、
選別基準に合致しないため
廃棄とする。

－ － なし

6 県土整
備局

都市部 技術管理
課

83、90、
91、94～
101

抜打ち検査復命
書（横須賀土木、
津久井土木、横
浜治水、住宅営
繕、厚木土木、松
田土木、平塚土
木、藤沢土木、相
模原土木、小田
原土木、酒匂川
下水道・相模川
総合）

11 53 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、大規模な工事の途中で抜
打ちチェックリストを元に抜打ち検査を
行った結果等に係る文書

都市部 技術管
理課

廃棄 抜打ち検査で確認した書類
や写真等が入っているが、
完成検査ではなく途中過程
での検査のため廃棄とする。

- - なし

7 県土整
備局

都市部 技術管理
課

88～92 抜打ち検査命令
書（小田原土木、
平塚土木、松田
土木、藤沢・相模
原・厚木土木、酒
匂川下水道・相
模川総合・住宅
営繕）

5 28 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、大規模な工事の途中にお
ける抜打ち検査の実施について、工事
ごとに抜打ち検査命令書、抜打ち検査
実施依頼書が各一枚づつ綴られている
文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 検査員の指定だけの軽易な
書類で、選別基準に合致し
ないため廃棄とする。

- - なし



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

8 県土整
備局

都市部 技術管理
課

93 抜打ち検査命令
書・復命書（横浜
公園・川崎治水）

1 3 10年 平成19年度 土木事務所等施設単位に綴られている
簿冊であり、大規模な工事の途中にお
ける抜打ち検査の実施について、工事
ごとに抜打ち検査復命書、抜打ち検査
命令書、抜打ち検査実施依頼書が各一
枚づつ綴られている文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 上記と同じく軽易な書類で、
選別基準に合致しないため
廃棄とする。

- - なし

9 県土整
備局

都市部 技術管理
課

97 地籍調査事業
（事業計画）

1 5 10年 平成19年度 国土調査法に基づく地籍調査事業計画
に係る市町との協議、策定、変更届に
関する文書

県土整
備部

技術管
理課

廃棄 当該年度に実施される地籍
調査の事業計画といった軽
易な内容の書類で、選別基
準に合致しないため廃棄と
する。

－ － なし

10 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4863～
4896、4898
～4913

横浜国際港都建
設事業

50 386 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路、公園、緑地、都市高速鉄道、ご
み運搬用管路、河川、下水道）の認可
等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和51、54～
61年度

11 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4897 横浜国際港都建
設事業（大和都
市計画事業）

1 5 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、大和都市計画渋
谷土地区画整理事業施行区域内にお
ける大型商業店舗の建築許可に関する
文書及び日照状況における周辺住民
の建築同意書

都市部 都市計
画課

保存 都市計画区域内における大
規模施設の建築許可に関す
る文書であり、また、住民の
生活に少なからざる影響を
及ぼす文書であるため保存
とする。

－ 13（2）
ケ

大和：昭和
35、39、54～
56、58～61年
度

12 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4914～
4930

川崎都市計画事
業

17 97 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路、公園、緑地、都市高速鉄道、墓
園）の認可等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和34、35、
40、42、44、
55～61年度

13 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4931 横須賀都市計画
事業

1 7 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路）の事業計画変更認可に関する
文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和54～61
年度



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

14 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4932 平塚都市計画事
業

1 5 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（墓園）の事業計画変更認可に関する
文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和39、55～
57、59～61年
度

15 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4933 鎌倉・藤沢都市
計画事業

1 8 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路）の認可等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

鎌倉：昭和
44、55、56、
58～61年度

藤沢：昭和
35、38、39、
41、44、55～
61年度

16 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4934～
4937

小田原都市計画
事業

4 39 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路、下水道）の認可等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和35、55～
61年度

17 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4938、4939 茅ヶ崎都市計画
事業

2 10 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路、公園）の事業計画変更認可に関
する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和55、56、
58～61年度

18 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4940～
4942

茅ヶ崎都市計画
事業（寒川町）

3 20 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（緑地、下水道）の事業計画変更認可に
関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和51、54、
57～59年度

19 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4943～
4945

相模原都市計画
事業

3 17 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（下水道、墓園、駐車場）の認可等に関
する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和34、44、
52、55～61年
度



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

20 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4946～
4948

秦野都市計画事
業

3 14 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路、下水道）の認可等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和55～61
年度

21 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4949 厚木都市計画事
業（海老名市）

1 5 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（下水道）の事業計画変更認可に関す
る文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和51、53～
55、58、59年
度

22 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4950 座間都市計画事
業

1 5 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（公園）の認可に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和47、55～
61年度

23 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4951 南足柄都市計画
事業

1 7 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（道路）の事業計画変更認可に関する
文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和52、53、
57、60年度

24 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4952 綾瀬・開成都市
計画事業

1 12 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（公園、下水道）の認可等に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

綾瀬：昭和
56、59～61年
度

開成：昭和56
年度

25 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4953 箱根・湯河原都
市計画事業

1 5 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（公園）の認可に関する文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

箱根：昭和
55、57、59～
61年度

湯河原：昭和
58～61年度



２　部室課選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

26 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4954 湯河原都市計画
事業

1 9 30年 昭和62年度 都市計画法に基づく、都市計画事業
（下水道）の事業計画変更認可に関す
る文書

都市部 都市計
画課

保存 決定された都市計画を具体
化するための事業認可に関
する文書であり、また、住民
の生活に少なからざる影響
を及ぼす文書であるため保
存とする。

－ 13（2）
サ

昭和58～61
年度

27 県土整
備局

都市部 都市計画
課

4966～
4972

県有財産管理 7 58 30年 昭和62年度 県有地（公園、緑地）の譲渡及び寄付、
県有地（歩行者専用道路）の藤沢市へ
の無償貸付の手続きに関わる書類

都市部 都市計
画課

保存 県有財産の処分に関する文
書であるため保存とする。

－ 12(1) なし（用地課、
財産管理課
は多数あり）

28 県土整
備局

都市部 都市計画
課

1 平成14年度国庫
補助関係資料(街
路交通調査費補
助）

1 14 10年 平成14年度
（5年延長）

国庫補助金である街路交通調査費補
助金の交付申請、交付決定、実績報
告、会計検査に係る文書

県土整
備部

都市計
画課

保存 将来の都市交通計画のため
の調査であり、価値のある１
件書類のため、保存する。

- 11(2)ア 平成18年度

29 県土整
備局

都市部 都市計画
課

2 平成15年度国庫
補助関係資料(街
路交通調査費補
助）

1 10 10年 平成15年度
（4年延長）

国庫補助金である街路交通調査費補
助金の交付申請、交付決定、実績報告
に係る文書

県土整
備部

都市計
画課

保存 将来の都市交通計画のため
の調査であり、価値のある１
件書類のため、保存する。

- 11(2)ア 平成18年度


